（様式５３）
　所得税法施行令第２１７条第１号の２又は第４号及び法人税法施行令第７７条第１号の２又は第４号に掲げる特定公益増進法人であることの証明申請書
　年　月　日　
島根県知事　様
（学校法人の所在地）
学校法人○○○○
理事長　
当法人は、所得税法施行令第２１７条第４号及び法人税法施行令第７７条第４号に掲げる法人であることの証明をお願いします。
□添付資料
　〇　寄附行為の写し
　〇　その他参考資料
　　①　寄附金支出計画書
　　②　募集目的及び使途などの概要を記した書類（寄附金募集要項）
③　法人が設置するすべての学校の生徒等の募集要綱

　　④　法人が設置するすべての学校の学則の写し
　　⑤　申請の日を含む事業年度の事業計画書及び収支予算書
　　⑥　申請の日を含む事業年度の開始の日の財産目録
　　⑦　申請の日を含む事業年度の開始の日間一年以内に開始する事業年度の事業報告書及び収支決算書（収支決算書がない場合は、収支予算書）

　　　※　申請者が「学校教育法第１条に規定する学校のみを設置する学校法人」である場合、④～⑦は省略可。

作成例１
	寄附金募集要項

１　寄附金の募集目的及び使途

　　目的

　　使途

２　寄附金の募集目標額並びにその募集の区域及び対象

　　募集目標額

　　募集区域

　　募集対象

３　寄附金の募集期間

４　募集した寄附金の管理方法

５　寄附金の募集に要する経費



※留意事項
１．募集対象欄において、「学校の入学に関してなす寄附金は含まない」旨を明記すること

２．寄附金の募集活動を行わない場合、「募集」を「受入」と読み替えて作成してください。
３．追加募集の場合は、追加する事項のみを記入してください。
作成例２
	寄附金支出計画書
寄附の
相手方
名 称 等

住　　所
事業内容
寄附金額
寄附目的
寄附予定時期
　


※　留意事項
　１．該当がない場合も「学校法人が他の者に対して行う寄附金はない」旨を記載すること。
